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3 月 18 日、台湾では立法院（国会）が学生グループに占拠されるという前代未聞の事件が起き
た。2013 年 6 月に台湾は中国との間で両岸サービス貿易協定（中国語では「両岸服務貿易協議」）
を締結した。しかし、世論の反対が強いことから、立法院では公聴会のみが行われ、本格的な審






































年 1 月に発効した。ただし、ECFA での譲許は完全な FTA の水準になく、その自由化の一部を早














表 1 両岸サービス協定の是非に関する世論調査結果 
 2013 年 6 月 同 7 月 同 9 月 2014 年 3 月 
（立法院占拠
前） 
同 3 月 
(占拠後) 
支持する 31.6% 32.6% 31.8% 32.8% 25.3% 
支持しない 47.9% 42.7% 44.1% 44.5% 47.9% 
その他 20.6% 24.7% 24.1% 22.9% 26.9% 
(出所)以下を参照し、筆者作成。 
 
台灣指標民調「『台灣民心動態調查、兩岸簽訂協議』民調新聞稿」2013 年 6 月 28 日
（http://www.tisr.com.tw/?p=2993）、 
同「『台灣民心動態調查、經貿協議與核四』民調新聞稿」2013 年 07 月 30 日
（http://www.tisr.com.tw/?p=3095）、 
                                                   
1 台灣指標民調「『台灣民心動態調查、核四與服貿爭議』民調新聞稿」（http://www.tisr.com.tw/?p=3940）。 
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3 
同「『台灣民心動態調查、九月政爭與服貿』民調新聞稿」 2013 年 09 月 12 日
（http://www.tisr.com.tw/?p=3299#more-3299）、 
同「『台灣民心動態調查、核四與服貿爭議』民調新聞稿」2013 年 3 月 13 日
（http://www.tisr.com.tw/?p=3940）、 





























                                                   
2 詳細は、川上桃子 「台湾メディア産業における『中国の影響力メカニズム』の背景」2013 年 3 月。
（http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Overseas_report/1303_kawakami.html）。 
3 蔡志宏「『海峽兩岸服務貿易協議』開放二類電信之安全風險評析」（台湾大学公共経済研究中心主催「台大公共政策論壇『如
何簽定服貿協議，共創兩岸雙贏?』系列研討會第二場『如何防護民主自由: 言論自由、網路安全隱私與中立性』2013 年 8 月 30
日、発表資料）（http://homepage.ntu.edu.tw/~ntuperc/conference-1-files/20130830_tsai.pdf）、 
林盈達「服貿協議開放第二類電信之國安問題」台湾大学公共経済研究中心主催「政府不說的服貿協議最新內幕」座談會、2013
年 12 月 20 日、発表資料）（http://homepage.ntu.edu.tw/~ntuperc/conference-1-files/20131220_lin.pdf）。 
 http://www.ide.go.jp 






































                                                   
4 柯建銘民進党立法院党団総招集人は役員を務めた企業での背任容疑で起訴され、最高裁まで争い、その後やりなおし一審で無
罪となった。検察はそれ控訴を断念し、無罪が確定した。この検察の控訴断念は、柯建銘の依頼を受けた王金平立法院長が当時








































                                                   
6 「執政黨抵制 兩岸事務監督專法難產 20 多年」『自由時報』2014 年 1 月 12 日。 
黄國昌「兩岸協議監督條例的立法與服貿審議」（台湾大学公共経済研究中心主催「政府不說的服貿協議最新內幕」座談會、
2013 年 12 月 20 日、発表資料）（http://homepage.ntu.edu.tw/~ntuperc/conference-1-files/20131220_huang.pdf）。 
7 「馬總統：我不能去 APEC 對台灣不公平」『聯合報』2013 年 8 月 16 日
（http://paper.udn.com/udnpaper/PID0001/242580/web/#3L-4282956L）。 
8 「總統元旦祝詞 - 全民團結拚經濟」総統府ウェブサイト、2014 年 1 月 1 日
（http://www.president.gov.tw/Default.aspx?tabid=1103&itemid=31548）。 
 http://www.ide.go.jp 
















余計に遠のいた。また、2013 年 12 月には対中国関係事務を管轄する大陸委員会の王郁琦主任委
員が中国を訪問し、中国側の対台湾関係事務を管轄する国務院台湾事務弁公室の張志軍主任と会
談する意向を示した 11。王郁琦主任委員の訪中は 2014 年 2 月（11～14 日）に行われ、中国側の
張志軍主任との初の公式会談も実現したが、実務的な進展はなかった。事前には、王郁琦主任委
員の訪中に対して平和協定にむけた共同声明の発表など政治分野に踏み込むとの懸念もあった。











た、江宜樺行政院長も 2 月 21 日、立法院での施政方針演説において「同協定は緊急性のある議案
                                                   
9 「張志軍︰馬習會 兩岸自己找地方辦」『自由時報』2014 年 3 月 6 日
（http://www.libertytimes.com.tw/2014/new/mar/6/today-fo3.htm）、 
  「陳德銘：馬習會可在第三地 不限港澳」『聯合報』2014年3月7日（http://udn.com/NEWS/MAINLAND/MAI1/8531416.shtml)。 
10 拙稿 「馬英九訪中の可能性と台湾の国際的地位」脚注 9 を参照。 
11 「王張會 可能兩會會談前舉行」中央社ウェブサイト、2013 年 12 月 14 日
（http://www.cna.com.tw/news/aipl/201312140109-1.aspx）。 
12 「立院主決議 王郁琦訪中禁談一中」『自由時報』2014 年 1 月 15 日
（http://www.libertytimes.com.tw/2014/new/jan/15/today-fo3.htm）。 
13 「兩岸事務 王金平促強化國會監督機制」『自由時報』2014 年 1 月 12 日。 
14 「給王院長『正確』的回應 馬︰兩岸協議屬行政權 非國會權」『自由時報』2014 年 1 月 28 日
（http://www.libertytimes.com.tw/2014/new/jan/28/today-p4.htm）。 
15 「府立院動員 馬總統：服貿拚本會期過」中央社ウェブサイト（http://news.rti.org.tw/index_newsContent.aspx?nid=484948）。 
 http://www.ide.go.jp 














の意見徴収を行っていないと主張し、8 月 5 日に形式上 20 回の公聴会が内政委員会によって開催
されることが与野党で合意された。なお、この時点で 4 回分が開催済みとされた 18。その後も国
民党は審議日程の短縮をはかった。最初の 9 月末から 10 月初旬の 4 日間に 1 日 2 回分を連続開
催し、12 回分の公聴会を 5 日間で済ませた。民進党など野党側はこれを与野党合意を無視したと
強く反発し 19、その後の公聴会 8 回について 1 回に 1 日を当てる形で民進党側が招集し、国民党
の時間短縮を阻んだ。民進党が招集した公聴会が終わったのは、2014 年 3 月 10 日である 20。 





が、張慶忠は公聴会が終わった 3 月 10 日、再び強行突破を再提起した。国民党党団（議員団）は
記者会見で民進党側を非難しつつも議事手続きを守る意向を示したが、張慶忠だけは立法院職権
行使法 61 条に基づき「行政命令は立法院への送付から 3 ヵ月以内に審査を完了しなければならな
い。審議未了の場合は、審査が済んだものを見なされる。両岸サービス貿易協定はとっくに発効
しているはずだ」と主張し、同席した他の国民党立法委員を戸惑わせた。また、誰なのか確認で
                                                   
16 「江揆：服貿協議列急迫性法案」央社ウェブサイト（http://www.taiwannews.com.tw/etn/news_content.php?id=2418932）。 
17 『立法院公報』第 102 卷第 46 期（4072 期）中冊（2014 年 7 月 1 日）、立法院公報處、403 ページ
（http://lci.ly.gov.tw/LyLCEW/communique1/final/pdf/102/46/LCIDC01_1024602.pdf）。 
18 「服貿審查 20 場公聽會波折不斷」中央社ウェブサイト、2014 年 3 月 20 日
（http://www.cna.com.tw/news/aipl/201403200200-1.aspx）。 
19 「不滿國民黨 三天排八場╱服貿公聽會 段宜康嗆開到明年」『自由時報』2013 年 9 月 26 日。 
20 第 3 および第 4 会期は臨時会議の招集のため会期が延長された。公聴会議事録は以下より検索 
「立法院各委員會公聽會報告影像系統」 立法院國會圖書館ウェブサイト（http://lis.ly.gov.tw/pubhearc/pubhearkm）。 
21 「不讓綠營拖服貿 藍營要自排公聽會」中時電子報ウェブサイト、2013 年 11 月 13 日
（http://www.chinatimes.com/realtimenews/20131113004430-260407）。 
22「張慶忠放話排審服貿 段宜康：必流血抗爭」『自由時報』2013 年 12 月 20 日。 
「服貿仍卡關 出不了立院」『工商時報』2013 年 12 月 21 日、
（http://news.chinatimes.com/focus/11050106/122013122100091.html）。 
「一意孤行？ 張慶忠：周四審服貿協議」台灣蘋果日報ウェブサイト、2013 年 12 月 23 日
（http://www.appledaily.com.tw/realtimenews/article/new/20131223/313528/）。 
また以下に張慶忠立法委員（内政委員招集人）による会議招集と撤回の通知文書が掲載されている。 
「對於服貿審議的反覆態度，到底是演給誰看？」公民覺醒聯盟ウェブサイト、2013 年 12 月 25 日
（http://www.citizens.tw/2013_12_01_archive.html）。 
 http://www.ide.go.jp 



































                                                   
23 「藍委內訌 張慶忠力主服貿應自動生效」台灣蘋果日報ウェブサイト
（http://www.appledaily.com.tw/realtimenews/article/politics/20140310/357608/2/）。 
24 「服貿混戰 朝野互不認帳 藍認定上週排審無效 綠不承認昨『送院會存查』 嗆全面抗爭」『自由時報』2014 年 3 月 18 日。 
25 「張慶忠：服貿協議視為已審查」中央通信社ウェブサイト、2014 年 3 月 17 日
（http://www.cna.com.tw/news/firstnews/201403175006-1.aspx） 
26 「服貿爭議 王金平：待程委會排案」台灣蘋果日報ウェブサイト、2013 年 3 月 18 日
（http://www.appledaily.com.tw/realtimenews/article/new/20140318/361919/）。 







































か？ 2014 年 3 月 17 日から 19 日は台湾の政治にとって、それほど先行きが見えない暗い時間だ
ったのである。 
 
 
 
 
本稿の内容及び意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意見を示すものではありません。 
